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揺藍期のフランス社会保険立法

—— 1910年労働者農民老崎年金法の制定——

中 上 光 夫
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1910年老齢年金法の挫折

たのであり，生活困窮者は各市町村内部において，共
( 2 )

同体的な救済を受けていたのである。そこでは，院内

序

フランスにおいても扶助や私的慈善の長い雁史が有-
在する。1793年やI848年の本命時の憲法は，ま際には 

暖昧な公約にすぎなかったにせよ，「公的扶助は社会 

の一つの神壁な負債であるJ と諷っていたが，これも 

歴史的蓄横の上にもたらされた宣言なのであった。

19世紀には，救済に'関しても r自由主義j 的思想が 

支配的であって，それによれば，貴民に救済される権 

利を認めてはならないばかりでなく，立法による扶助 

も被救済権に速なる有唐な行為であると考えられてい 

た。種々の救済话動は，あくまでも，慈善行為として， 

あるいは恩恵として，行われねぱならなかったのであ 

る。

救済に対するこうした見解は，貧困を少数の現象と 

みなしえた当時の社会状況と無関係ではありえない。 

19世紀のフランスは，基本的に農村社会であって，パ 

リやリヨンといった大都市を別にすれば，農村地方で 

は，通常，都市的，資本主義的な貧困は存在しなかっ

救濟はほとんど存在しなかったし，院外救済という形 

態の扶助もあまり必要とはされなかったのである。そ 

うした社会では，また，老齢に対して備えをなす必要 

性も少なかったといえよう。

一方，後慢ながらも進行していた産業の発達は，賞 

金労練/者を増大させつつあり，それとともに，都市を 

中心に，共済組合 • 貯蓄銀行，被用者退職年金制度等 

の民間教済機関も発達していった。国家は，保護と統 

制を与えるという限りでは, これらに関与していたし,
また，1850年の老齢年金全国金庫（Caisse Rationale
. C3)

des Retraite3 pour la V ie i lle s s e )のように国が創設

した救済機関も存在しナこのではあるが，；19Hi:紀末以前 

においては，国家の活動は個人が自発的に救済機関に 

加入するという I■任意原則j を越えるものではなかっ 

た。

19世紀末から20世紀初頭以降, この国においても， 

こ’ うした救を制度をもってしては,社会的変動に十分 

に対処しえなくなりつつあった。1905年に，T強制原 

則J の最初の勝利といわれる無拠出老齢年金制度を設 

置した老齢者扶助法（la lo i relative k ’̂assistance 

obligatoire aux vieillards, aux infirm es et aux in­

curables priv6s de ressources)が制走される。労働者 

農!^老齢年金法（la loi sur les Retraites ouvri^res

注（1 ) フンラスの公的扶助の廣史，及びIQlit紀のその制度については，さしあた!?，つぎの論文がゴンパクトに概観を示し 

て くれる0  E. G. Balch, 'Public Assistance of the Poor in France* Publication of the American Economic 
Associations, V o l.\f ,  Nos 4 & 5,1893, pp. 3--179.

(2  ) ibid" pp. 89--92.
( 3 )  Wiy；紀末迄の老-臉金全国金 /ipの歴もについては, つぎの論文が興味深い◊ Raoul Jay, Assurance ouvri^re &

la Caisse nationale des retraites pour la vieillesse’ Revue Politique et P arlem entaire,(以下, R. P， 
P . と略称:）Tom e 4,1895 pp, 84-107*

4 0 (5  お ）
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揺藍期のプランス社会保険立法

et paysannes)もこの延長線上に位置付けられるが， 

労使の拠出を必要とするという点で，これこそが本格 

的な朔制原則の立法であり，国家による救済の社会的 

制度化への道を1̂ 8くものであった。私的自助的なフラ 

ンスの救済制鹿の伝統の中にあって，この立法は容易 

に受け入れられなかったのであるが，ここに，社会保 

险制度の基礎が据えられたのである。

I 労働者農民老齢年金法の成立経過 

L老齢年金法案の提案

広義の老齢年金法を求める運動はフランス黎命にま 

で通り，19世紀の間に，この問題を扱った五千以上の 

議案が下院に提出されたと'̂ 、われる。第三共和制にな 

って，この運動は勢いを增すが，初期の運励は斑実性(4)
がなかったようである6 

1910年法は20年の歴史をもつ。1891年 6 月に，当時 

の内相コンスタン （Ernest C onstan s)だ、，前年に組’ 

織された譲会の労働爱員会へ最初の法案を提出して、 

る。この法案は，労働者の拠出分を補うための雇主と 

国家からの十分な抛出という近代的な社会保除の原則 

を受け入れて'いたばかりでなく，遺族給付，廃疾年金, 
経過措置への考慮もなされていた。しかし，この法案 

は,あらゆる労働者が老膽保障されるとしつつも，脱退 

しうることをも親定していたという点で「表面的な強 

制提案J でしかなかった。労働委員会は，コンスタン 

法案などを検討したのち， 1893年 2 月に，下院に，任 

意原則に立脚した法案を提出したが，議会輪散のため 

審議に至らなかった。この年の総迪学後,急進派と提携

した社会主義者が進出した議会では，社会保険委員会 

(しommission d’Assurance et de Prfevoyance so-

ciales)が創設され, 18%年；12月に至り，下院に委員会 

報告が提出された。1896年法案も，労使双方が相互に 

拠出を強制しうるとしてはいたが，強制原則には反発 

を示しており，譲会では審議されなかった。1895-98 

年議会会期末ごろには，一般に関心は労働災害•疾病 

問題に向けられており, 老齢年金問題は暫時放置され 

7"こ0

2 .強制的老齢年金法案の提^
1S96年法案を提出した社会保険委員会は,フランス 

では貯金や共済組合といった任意制度が発達している 

との刺断に依拠したのであったが，1898年に労働監督 

官 （Inspection clu T r a v a il)の調まが発され，老 

齢年金への加入者が労働者の1 割前後にすぎないこと 

が明らかにされた。

ドレフュス事件湖中の1S98年 5 月に行われた総選 

举後，こうしたこ̂ |?情を踏まえて，譲会には多くの老齢 

年金に関する議案が提出され,新たな社会保除委員会 

に付託された。社会あ義者や社会力トリタク派の提案 

を始めとして，当時の多くの提案は任意保険制度を不 

十分とみなすものであった。1899年に[共和制防衛J 

を掲げるワルデッタ= ルソー内閣が成立し，裂1900年 

3 月に，初めて完全に強制原則を受け入れた社会保険 

委員会の報告と法案草案が発表された。しかし，この 

法案は給付額において寛大な規定を含んでk、たの％  

国雄魚担増加を恐れる政府の反対を招き，委員会はそ
( 9 )

の修正を余儀なくされた。1901年 6 月に修正法案が下

注（4 、 I. M. Rubinow, ’Compulsory old-age insurance in France' Political Science Quarterly, V o l.26,19 
11,pp. 505.

( 5 ) この調查については， Francis Netter, ‘Les retraites en France avant le XX^ Si^cle* Droit Social, 
juin 1963, pp. 367-9参照。N et]te i.は老齡年金への加入者数を65e万労働者(tra v a illeu rs)のうち，ア6万人として 

ぃる。
( 6 )  Francis Goguel, La politique des partis sous la Troisi^me Republique, Paris, 1946, pp. 111-2.
( 7 ) しかし，社会主義者からの提案は，有名であったエスキュイェ（E s c u y e r )法案のような例外を別とすれぱ，原則論 

の扼示にとどまっていた。社会カトリック派は，その一分派が，社会主義者の一部と同様に，無拠出年金制を主張して 

はいたが，大多数は強制原则の年金保險法を支持していた。 Paul Imbert. Les R etraces des Travailliurs, 
Paris, 1905/pp. 128-131. '

( 8 ) この法案の主耍な規定は次の® り。（イ硫エ廣業の全賞金労働者に対する強制保險0 (ロ)労使同額抛出。 (ハ)20の地カ金 1̂ミ 
創設。地方金庫による投資。（ニ)年金年齢65歳。淑 60fr‘ の老齡とするための国]ifl給付。（へ)160-360fr.の経過年金。 

(ト)遺族給付, 廃疾年余の规定。Rubinow, art. cit., pp. 510-12.
( 9 ) 主な修正点, ( イ)完全キ:么360£1*.保躯を撤回。その代りに，年金計算において3%の利子を保謎。{P)経過年i金を100- 

160fr.へ01下げ地方金庫制に代えて, 取一*中央金撒の創設0(4览疾依金への補助金を，一部，地方自治休A模とする。 

0!爐族給付修正oibid., pp. 512-3.なお，igOKfi6 月の法案については，Imbert, op. cit., pp‘ 133-6, 波 -鄉参照。
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学会雑誌j 70巻' 5 号ひ977年10月）

院に提出され，密議が開始されたが，意見の相違は多 

く， 7 月に審議は中断し，政府は商工農業の労使団体 

等に対して，印金法につ、て打診するよう求めら 

多くの資料を再検討したのち，1902年 1 月に，委員会 

【ま以前の法案より更に後退したこの会期四庇目の修正

で'可決された。院においてはぽ満場- 

す院 を通過した老崎年金法案の概5^は次のM りで
(17)

ある。

法案を提出したが，下院は態度を保留したままであ,
たく

3. 強制的老齢年金法の成立

左右の政治的対立の続く中で，政教分離問題を争点 

とした19024|£ 5 月の総選举は，共和派プロックの圧勝 

に終り，社会連帯を唱える急進社会党を4 >心にしてコ 

ンプ内閣が組閣される。翌月，国会が開会され，新社 

会保険ま員会には老齡年金に関する諸議案が付託され 

た。しかし，コンプ内閲は反教会立法のために社会立 

法を懷牲にしたともいわれるが，この時期には，社会 

立法に関する議会の関心は老齡者扶助法案に向かい， 

策險制の老齢年金法案は顧慮されなかった。とはいえ, 

扶助法案のあ議は，無拠出年仓制度とともに拠出制老 

齢年金も不可欠であるととを明らかにし(た下院の社  

会保険委員会は, 慎重に検討した結果，1904年11月tご

下院に老齢年金法案を提出した。そしてぜ年7 月から 

長く困難な審議が続き，原案は，根本的変化はなかっ

たものの，夥しいIT Eを受け，1906年 2 月に至って下

1 , 年収 2 , 4 0 0 f n 以下の商工農業の被用者.分益 

小作農，借地農に対しては，強制保险であり，商人 ‘ 

職人，自営摄に刘•しては任意保除となる。

2 , 年-金支給開始年齢は，原則として，60歳。

3 , 商工業では，労使双方が彼用者の資金の2 % を 

抛出し，農業では , 労使が一労働日につき5 サンチーム 

の均一拠出を平等に分担する。徴収は源東徴収制（le 
prfel^vement s u r l e  salaire)による。また, 下院にお

いて，一日1 . 5 f r .以下の労働者は,徵収が免除される 

と修正された。

4 , 30年間拠出した場合の完全年金に対する国庫給 

付は，商工業の被用者では1 2 0 fr .,農業ではWOfr. で 

あり，完全年金最低額は，商工業では360fr.,農業で 

は2 4 0 fr .であった。

5 , 積立金は，設置予定の単一の中央金庫の管理の 

もとに投資される。

6 , 共祐組合-等の老齡年金金庫業務は認められる。 

共済組合員は，年金を減らされることなく，拠出の半 

分を疾病保険に割当てることが認められている。

7 , 遺族給付としては，SO fr.が 6 力月間給付され 

る。

注( 1 0 ) 関係団体に対する調査はrラリユ（ralli6ニ共和制に加担した王党) J 派議員の提案であった。この調査は法案反対を

明るみに出すであろうとご] 想されていた。調をの結果は，I■强制j 原則贊成1 3 % .反対87%, Henri Hatzfeld. Du
pauperisme a la s6curite sociale 1850-1940, Paris, 1971, pp. 58-60.

( 1 1 ) 修正，点◊ (ィ)1十画中の中央老齢年金金庫と既存の老齢年金全国金庫以外に，共済組合• 企業主金庫. 貯蓄金庫，保险会

-社なとも，被保險者の選択に甚づき，老齢年金のために利用されうるとした。（ロ)分益小作農• 小自営農. . 職人•小商人

等のための任意制庇を規定。H労使の適常拠H*'金レートを賃金の2% とし全休として年金引下げ。（ニ)年金360fr.の受

給資格取得者には，屈主拠出分を受けとれないなどの制限が加えられる。（ホ)廃疾年金の受給条件を若干緩和するととも

に年金最低額の引下げ。Rubinow, art. cit., pp. 514-5.
(12) J. P. T. Bury, France 1814-1940. London 1949, (Reprinted, 1972) p. 200.
( !3) 1904牟3 月日のミルランの発言。これに対して，r急進（社会）党は，教権主義に対する闘争には精力的であるに 

しても，社会立法(oeuvres so c ia le s )にはすぐ無関心になると言•って，社会党はとかく寡びがちである。そんなこ 

とはないのだj と，急進社会党は，1901勾£の結成以来，r社会速帯立法j に 放極的であったこ と を 主張している。Arma- 
nd しharpentier, Le parti radical et radical-socialiste ii ti*avers ses congr6s (1901-1911' i , Paris, 
1913, p. 395.

(14) Hatzfeld, op, cit., pp. 59, 70.

(15) 1905：ff*:の急進社会党大会で;̂ , I■我党の一'̂̂3の基本原则，それは速带の強制である。我党が高い道徳的価値を引き出 

すのは，この原则の確立と突行からなのである_!.と， 金法案の早期可決を促しつつも，委員会案の積立方式に反対し 

て赋課方式を求める報告がなされている。Charpentier, op., c itりpp. 398-9.
(16) A. Millerand, *La politique sociale sous la Troisiもme RらpuWique，，R. P. P., Tome 48,1906； p. 22.
( 1 7 ) こ; については，下記を参照。 Gaston Sciama, ‘Les retraites ouvri^res* R .P .P , Tome 61,1909. pp. 226-7, 

Rubinow, art'cit', pp. 515-6, Georges Bonnefous, Histoire Politique de la Troisi^me R6publique, 
Tome 1 , Paris, 1956 pp. 167-8. ，
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揺藍期めプランス社会保険立法

下院を通過した年金法案は，全体的に’社会保険委 

員会案よりもリペラルな修正が加えられていた。この 

法案は，上院において，労働者老齢年金上院委員会に 

付耗された。間接選举で選出されろ議員によって構成 

される上院は，下院よりも保守的であって，下院通過 

の老齢年金法案を受けた上院委員会は，改めて関係団 

体に対する調査を実施することにした。 .
1906年は，国内外において，政治的，社会的に騒々 

しであったにもかかわず，共和制は安定し，景気 

も上向いており，急進社会党を中心とする左派プロ'ッ 

クは， 5 月の総逃举で更に議廣を増やし，10月には急 

進社会党の指導者クレマンソ一が内閣を組閣するに至 

る。クレマンソー内閣は，労働運動に対して強田的な 

政策を採用することになるが，また一*方では，商務智 

から労働省を分離独立させ,労相に独立社会主義者の 

ヴ ィ ヴ ィ ア ー ュ V iv ia n i)を起用し，社会政策
(W )

にも意欲を示すことになる。

1907年の上院爱員会調査の結果は，強制原則に対す 

る反対が6 割に達し,相変わらず多数意見であること

を示すものであったが，同時に，朔制原則の支持者も 

三分の一を占め，1901年の調査時より増大したことを 

も示していた。

一方，下院を通過した年金法案の費fflの見積りは， 

下院社会保險委員会と上院爱員会とでは大きく くい違 

っていこ。1907年 2 月，政府は国 ]E|l給付の総額（une 

somnie fo rfa ita ire )の限度•額を上院委員会に通知し 

たが， 翌1908年 2 月， 委員会は大幅な国庫魚狙を恐 

れて， その限度内では提蜜されている老龄年金制度 

の設立は困難であるとして，法案を拔i在した。これま 

で，政府は, ぽ三にわたり，上院が老齢年金法案を早 

期に可決するよう求めてきていたが，また，下院が可 

決した法案は改訂しえないとも声明してきていた。し 

かし，ここに至って，政府は，原則を損うことなく法 

案を安上りにするための修正を提案する。1908年11月 
に，上院委員会委員長キュヴィノー（Paul Cuvinot) 

力*、，労働者の強制拠出に対する敵意を理由にして，任 

意制老齢年金制度を提案するというハプニングもあっ 

たが，比較的政府の要望に沿っていたポワリエびra-

注( 1 8 ) フランス国内についても，上下院選拳，二度の内閣交代（サリアン內閣とクレマンソー内閲)，政教分離法の浸透，

CGTのプミアン憲章;採択などがある。

(19) Bonnefous, op. cit., p p. 18, 36, 47-8.なお，労働省の正式名称は，労 •社会保険省（Ministさre du Travail

et de la Pr6voyance sociale)。以後，ヴィヴィアー=■は老齢年金法制定のために奔走する。

( 2 0 )社会保険委員会は当初の費用を年347.9百万fr.と見積った。ibid., p. 518.しかし，上院委員会は当初の年費用を312 

首方fr.,その後の経過期間には545百万fn,通常期間（pferiodeconstante)になっても年費用は425百万fr.であると評 

価した。Bonnefous. op. cit‘，p. 168.なお，上院委員会案の通常制度(regime constant)の下での費用は次のよ 

うに計算されていろ。

雇主資担 

被用者拠出 

国軸担

国 内

負 ' 
担 訳

88,800 (単位千f r . )
69,200
89,900

管理費 15,000 

被用者拠出への割増給付 34,700 

終身給付への分担金 35,800 

共済組合への補助金 5,000 

遺 族 給 付  I'MOO

能'費用 237,900

出所：M. Malzac, ‘Retraite-Mutualitも.A ssistance’，R .P.P., Tome 62.1909. pp. 471-2.

( 2 1 ) r国庫給付は総額100|5万プランに制限されねぱなるまいo_l Bonnefous, op. cit" p. 105.
ゆ ） 例えぱ，190吨 S 月サリアン内[HIの施政方針演説や同斜0月クレマンソー内閲の施政方針,演説o ibid., p p .12, 38.
(23) Fernand Faure, ‘Deux ann6es de politique radicale-socialiste' R 'P .P ‘ Tome 56,1908. p. 238,
( 2 4 )提寒された生® な修正点は，ギM i崎を60歳から65歳へ引上げることと,' 日給l.Gfi•.以下の場合の拠出免除の撤回で 

ある。Donnefous, op. cit., p. 169.
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(25)

年収，3 ,0 0 0 - 5 .0 0 0 f r .の彼用者には，任意保除が適 

用され，農業日雇労働者や家庭奉公人なども含むギ収 

3 ,OOOfn以下の被用者に対しては，強制保険が適用さ 

れた。被保険者数は，強制保除が1,050万人， 任意保 

除が600万人と予測された。

2. 老齢年金

強制保険の拠出は，賃金額とは無関係の均一拠出で, 
年抛出額は男9 f r ‘，女 6 f r . 18歳以下の抗夫4 . 5 む.と 

決められた。日雇労働者を考慮しセ， 1 年を 300労働 

日として算出された日拠出額も決定された。また， 

強制保險加入者も，年金増額のための追加拠出を行な 

い た 。 . 、

被保險者と雇主と国の三者拠出が，1910年老歸年金 

法の一つの甚本原則であったが，被保険者の給与から 

の源衆徴収による拠出に対して，雇主は同額の拠出を 

行なった。個々の口座の積立金には，年 3 % の利子が 

予定され，これらに对して，国は被保険者が65歳の年 

金年!^(I’Sge de la retraite)に達したのち, 30年以上の 

拠出者に対しでは6 0 fr .の，15年以上30年未満の抛出者 

に対しては年l ‘5 f r .の割合の国庫給付（Allocations 

de r E t a t )を与えることになっていた。被用者は,15歳 

で拠出を開始したとして，50年後に，男は約380む.,女 

は約3OOf n の年金を受けとるものと予測さI tた。

任意保険では,分益小作農は強制保险対象者に準じ 

て特別に扱われ， 6 f r . 以上の年拠出額に応じて，地 

主が雇主としての立場から最高9 む. までの同額の拠 

出金を補助することになっていた。それ以外の任意保 

險加入者は，堪独で9 - 1 8 f n の年拠出を行な』た。任

注( 2 5 ) この法案では，強制原則，労使11の三者拠出，年金ip齢65歳などは熟められていたが，個々の条項では下院法案や政 

府の主張と異なるところが多かった。主な上院委員会法案の特徴点は，（イ)被用者拠出分は割增金を添えて投資されるが， 

履主拠出分は，旧の補足则ii分も含めて，65歳以上の労働者のl 20 f r .の終身年金に分配される0  (ロ}年婦によって，披用 

者は3 f n か6 f n の定額を拠出し雇主はそれぞれに対して，4 .5 fr .か9 f r .を拠出する。 徴収制でA•く，披 

者用自身が拠出する。ibid‘，pp. 169-170.
(26) Hatzfeld, op. cit.. p. 6 1 ,また，1909年の急進社会党大会はr社会言個(Le Programme S p c ia l) jを決議した 

が，その中には，欽山国有化，労働市場組織化，所得税制定，衛生翁ffl等と並んで，労働災害，疾病‘ 廃疾*老齢.失 

業に対する[社会保険（assurance et de'pr6voyancq so c ia le s )の全業務の組織化J も爾われている。.Charpeiv 
tier, op. cit.* pp. 388-390.

( 2 7 ) 源衆徴収制という政府の主張.は容れられたが,，着望した労使12fr‘ の同額拠出は決まらなかった。また，政府の反対 

にもかかわらず，老齢律金のある共済組合や低家質化居翅設団体(des oeuvres d'habitation h bon marchも）へ 

のま仏を強制侧出分から控除することが認められた。

(28) E. Cohendy et M. Grigaut, Legislation ouvrifere, P a r is ,発行; 不詳（1910；fp頃）pp. 129-30. Paul Pic, 
Les Assurances Sociales en France et a I'fetranger, Paris, 1913. p. 173,

(29) I. M. Rubinow, Social Insurance, London, 1913. p. 351, 1050万人は人口の26%にあたる，

(30) Rubinow, aft. cit., pp. 522-24,
(31) Cohendy et Grigaut, op. cit., pp. 134-5.

4 4 ( 5 _̂ の ——

nfois P o ir r ie r )の提案した法案が上院委員会によっ 

て採用され，1909年 4 月に上院へ提出された。

1909年 7 月には， クレマンソ一に代ってプリアン内 

閣が成立するが，老齢年☆法制定を担当していた労相 

ヴィヴァ一二は® 任する。この内閲の施政方針演説 

ほ，政府の主要政策目標として，上院での老齢年金法 

の会期内成立を約来していた。1910年4 一 5月の総選挙 

も近づき，’老齢年金法を綱倾に掲げることの有利性が 

語ちれるようになる。1910年 3 月に，上院はこの法案 

の独特の条墳の大部分を削除したあとで，これを圧倒 

的多数で採択した。可決された年金法案は，1906年の 

下院通過法案に近づいてはいたが，上院財政要員会の 

主張により，年金法の財源を作りだす1911年予算法に 

おいて法の施行日を定めると決定されるなど，必ずし 

も政府の希望とは一致していなかった。しかし，後退 

した上院の老膽年金法案を受けとった下院は，無修正 

のまま，1910年 3 月3 1日にはとんど満場一致でこれを 

可決成立させた。1910年 4 月 5 日,労働者農民老齢年 

金法は官報によって公布されたぃ

H 労働者i i 民老齢年金法の概要 

1.対 象

この老齢年金法は，全産業の被用者を对象とする。 

ただし，既存の公的年金制度の下にある鉱山労働者， 

登録海員，大鉄道会社従業員 . 国家及び地方公務員， 

そして年収5 ,OOpfr.を越える被用者は除外される。借 

地農( fe r m ie r s) ,分益小作農(m etayers), 自営農(cu. 

I t iv a te u r s) ,職ん小企業主，披保険者の棄や寡婦,

i
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意保院被保險者も，抛出総額と抛出ギ"数が同じであれ 

ぱ，強制保険彼保險者とはぽ同參の年金が支給される 

ことになっていた。

3 .特別規定

张制保険*任意保險とも，経過年金，減額年金，廃 

疾年金，遺族給付の极定を有した。強制保険の経過期 

間 （pfedode tr a n s ito ir e )措置としては，36—45歳の 

被用者には一律6Ofr" 45—65歳では年2 f r \ の#洽で 

60fr.に追加された国庫給付が支給され,65—70歳の被 

用者には1905年の老齡者挟助法を援用して，70歳以上 

の老蹄者の半分，最高100む.の年金が支給されること 

になつていた。被保険者が70まに達した時は，老齢年 

金と1905年法の無拠出年金の併合受給も，ある程度ま 

で認められていた。任意保険の被保険者では，年収 

3,000fr. を越える所得者と被保険者の妻には経過措 

置はとられな;かったが，’それ以外の場合，40歳以上の 

被保険者に対して，資産や小作料を基準にして，強制 

保険彼保險者並み力、それ以下の国庫給付の支給が決め 

られた。

正常年金年齢は65歳と決められたが，強制，任意雨 

保險とも55歳から減額年金を受けとることができた。

絶対的永久廃疾者に対しては,廃疾が過失によるも 

のやあって，労災法などの終身年金を受けられない 

場合に限り，支給されるべき金額の3 倍，最高360fr. 

の廃疾年金の即時給付が認められた。この規定は，従 

来，労災法によって保護されていなかった農業におけ 

る?！?故にも適用されるという点では前進を示‘していた 

力;，鹿疾認定の条件は厳しく，この規定は非常に貧弱

であっすこ0
遗族給付は，月額5 0 fr .が，16歳以下の子供の人数 

に応じて， 3 力月から6 力月間保誦された。遺族給付 

規定に関しては，フランスの年金法は他国のそれより
_  (34) .
優れていた。

4 . . 理逵營機溝

共済組合等の既存諸機関の抵抗で，填一*の中央金庫 

を新設するというプランが放衆された結果，年金業務 

は，労相の技術的管理，蔵相の財政的管理という二重 

の管理下に置かれた諸金庫に分散されることになった。 

共済紙合には，手数料や手当の特典が与えられた。被 

保險者ほ，とれらの金雄にロ座（les comptes individ- 

u e ls )をPfI くことになっていた。

強制保険の保険料徴収について，さまさ‘まの方法が 

永らく譲会で、討論されたあと，自発的な拠出制ではな 

く，源衆徴収制に依抛するととが決められた。その具 

体的な実施方策として，被用者が生涯保持する身分証 

明カード（la carte d’ id e n t i te )と每年51新される年 

度別カード（la carte annuelle ) が作成され，貧金 

から保険料を徴収した雇主が，賞金の支給時こ*とに年 

度別カードに色別された証紙（les timbres mobiles) 

を赂って傲収が確認されることになった。拠出しない 

者には罰金が課せられることになっていた。

このようにして徴収された雇主と被用者の拠出金と， 

保險統ii■表に基づいて，国庫給付の元本として一度 

に私込まれる国の拠出金とm 財務管理を統轄する供 

託局rCaisse des depots et consignations)へ银められ，
C36) ^

所定の対象に投資された。将来に負担をかけないため

> ± (32)職業病による處疾労働者にも廃疾年金力•、支給されることになった。

(33) Rubinow, op. cit., pp. 360-1. -
( 3 4 )労働炎害による死亡の場合には, 労災法による給付と年金法による給付の併合受給力’、可能であった。また，1911年の 

ドイツ法の遺族給付はフランスのそれよりも優れていた。Pic, op. c it‘，P . 191.. '
( 3 5 ) 年金業務を養託された金/Tiは次の通り。

1 . 老齢年金全国金庫(La Gaisse nationale des retraites pour la vieillesse)
2 . 共:济組合またはその速合（Les soci6tes ou unions de soci6t6s de secours mutuels)
3 . '老酌年金県. 地区金庫（Les caisses d も partementales Gu r6gionales de retraites>‘.''.'..
4 . 老 金 お 業 主 • 経 営 者 金 (Les caisses patronales ou syndicales de retraites)
5 . 労働障害保障,経営者金庫(Les caisses de syndicats de garantie)
6 . 同業組合老齢年金金辦（Les caisses de: retraites des symUcats professionnels)

とれらは，いずれも認可された機開でなけれぱならない。老齢ゴP金県• 地!̂ -金®は政令によって新設され，政府•被保 

め者. 経営者の同数代表により構成される管理養貝会によって運営される。同業組合老齡年-金金®は*共済組合と同棟の 

特権を享受した。 Cohendy et Grigaut, op. cit., pp. 136-7, Pic, op. cit., pp. 198-200.
( 3 6 )投資対染は，（ィ)国廣，国家保証债, 训也方, 保護国，商.業き議所への贷f;J■金，土地抵当証券，（ハ)未開地や森林の取得, 

(ニ)低ま货住iS-雄設や公益の保癒，衛生®体への貸付金，などである。Pic, op. c it , pp. 200-1.
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に，積立方式が揉用されたのであるが，大規模な役資 

が金融市場に有害な影響を及ぼすという譲論があり， 

分散投資が決められていた。

被保:险者リスドやカードの作成，国庫給付の- 給，

諸保険金鹿との連絡などの年金制度運営業務は， コミ 

ュ" ンの役所，県庁，労働おりH iレベルの行政機関が 

分担し，また，老齢年金高き審議会（Conseil superieur 
des R e tr a ite s )が労相を⑩佐した。年金法に関する不 

服申立や罰金宣告の栽判手続き，諸金庫の年金支給に 

関する諸困難につ、ての決定を下す仲栽爱員会（Com-, 
a r b itr a le )も，法律条項や政令により定めら

れた。

i n 老齢年金法の胆害者

■ 老齢年金法を推進したのは「独立社会主義者 

(socialistes independants) j や f急進派共和主義者 

(R^publicains radicaux)j であった。彼らは , あ 

い は 「民主主義』 や *■社会連帯」といった思想に 

依拠し，あるいは共和制防衛を唱え'?"^,)社会立法の制 

定を主張した。こうした老齢年金法の提唱者たちの思 

想は，年金法の「強制原則J の中に体現されており，

それがまた，この立法の特徴ともなっていた。立法過 

程における最大の問題も，この点をめぐって生じてい 

たと言えるのであるが，実際に論議されたのは，特に 

強制制族の提案以後に於ては，より具体的な問題とり 

わけ財政問題に関速した諸困難への対応が中心であっ 

たと言える。「强制原則J それ自体が，直接論じられ 

る機会は少なくなっていた。

このような場合，法案修正室の主張者と強制的老齢 

年金法自体の反対者との区別は必ずしも容易ではない 

のであるが, 以下においては， r強制原則J を主要な 

メルクマールにとり，老齡年金法の成立，卖施を抑制 

した階層の「反対J の質を検討してみよう。

2 . 1910年老齢年金法には社会主義者や労働運動 

の側から強い批判があびせられる。社会党のゲード 

(Jules G iiesd e)は，労働者拠出を「議会の窃盗 j で 

あるとみなし，積立方式に対しても，国家によって多 

額の資金が横領される危険があると批判を加えた。 C 

G T も老齢年金法に対して活発)^^;反対鬪争を繰り広げ 

た。彼らは老齢年金法は舉命を遠ざけるための贈で 

あると主張し，また，年金力一ドが活動家をチェック 

する労働者手帖の復活につながると主張した。周知の 

通り，当時のフランスの労働運動には革命的サソディ

注(37) ibid pp. 201-6.
(38) H a tz fe ld によれば，社会立法の制定において重要な役割を果したのは，政府，高級官吏（grands com mis de 

I’E t a t )独立社会主義者，急進派共和主義者，左翼共和主義者（R6publicains de g a u c h e ) ,進歩派共和主義者(R6- 
publicains de progrds)であり，社会主義者も補fe役を果した。其体的には，独立社会主義者としては，ワルデック 

=ルソー内閣で商務相を勤めたミルラン，クレマンソ。内閣と第一.次プリアンね閣で労相のヴィヴィア 1911年の 

モ 内閣で労相のポールニボンクール（Joseph Paul-B oncour),元代議士で1910年に公的扶助監督官であったミルマ 

ソ (LAon M irm an,)急進派としては，下院での老齢年金法案の報告者であったギエス（Paul Guievsse), 1899-1902 
年に首相であったワルデツクニルソ一， 1912年ポワンカレ内閲の労相としてのプルジョワ （Lもon B ou rgeo is),社会主 

義者としては，ジ 3 レスを指摘している。Hatzfeld, op. cit., pp. 2①-270. ,
(39) 「連帯」は r社会活動を気にかけている左翼共和主義者にとっての集合場所J であった。ibid., p. 270.
(40) 1908年下院でのヴィヴィアーニの発-g., r老齢年☆法の失敗は， 政府ばかりでなく, 共和主義者多数派にぱかりでも 

- なく，議会制度全体に圧迫を加えさせるだろうJ。 Ren6 Viviani, Les Retraites Ouvri^res et Paysannes,
Paris, 1910, p. 24.

彼は，また，徽会共和制は空しい装置であり， 改料よ見せかけ■だけのものであるというのが真実て'はないことを， 

(また,）合法的活⑩は労働者が経済的解放を達成するには十分ではないといケのが真奨ではないことを示すことJ が不 

可欠であるとも述べた。ibid., pp. 40-41.
(41) 1910年2 月の統一社会党ニーム大会では，年仓弓I上げを条件に政府案に賛成していたジg レス派が，193票対；156票で, 

ギ金法案に反对するゲード派に勝った。しかし，これはゲードが病気で大会に出廣できず，ゲード派がまとまりを欠い 

た結来であゥて，そうでなかったならぱ，ジa レスは敗れたであろうと、、われる。J. Bourdeau, ‘Revue du Mouve- 
nient socialiste け)’R. P* P., Tome 63,1910, pp. 397-8.

( 4 2 ) とはいえ，労働者がす(^月I f r . を擁出するというめ容の18794|5の老齢年金法案に，ゲードも署名しズいたではない力、 

と，ヴィヴィプーユが指摘した時, 彼は忘れたと答えている。ibid., p. 398.
C43) Hatzfeld,, op* cit., pp- 236^7, 240-2.

— 4 6 ( 5 4 2 )
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力リズムが強^̂、影響力をもっており，老龄年金法に対 

するこの種の批制は，そうした原則論め表明であると 

いえる。

とはいえ，とうした立場を，労働者の一*般的見解と 

考えることはできないのではないか。 C G T は 「連合 

主義」的組截として種々の労働組合が参加していたが， 

その活動の中心部分は，老齢年金法の強制原則が適用 

対象として想定した賃金労働者層とはかなりズレがあ 

ったように考えられる。C G T の加盟組合のうちでも， 

坑★ 連 盟 （Ffed(6raticm des Mineurs) や鉄道労働者 

全®組合  fSyndicat national des Travailleurs des 

Chemins de Fer)は，それらが厲する産寒部門に特別 

の公的老齢年金制度を設立する運動を推進してきてい 

たし，独自の共资活動を行なっていた出版連盟（Fら 

deration du L iv r e )のように，老齢年金制度を原則 

的に支持し，C G T の老齢年金法反対の行動に批判的 

であった組:合も少なくなかったのである。

だが，老齢年金法が労働者に不人気であったことも 

否めない。ゲードは年金支給開始年齢が65歳であるぶ 

とを取りあげてr死者にしか年金を与えないj とも批 

判したが，

ていた。

，般に年金年Sおよ高齢であると受けとられ

年金額が不十分であるということも明白であり，老 

齢者扶助法に基づし、て支給される無抛出年金も老齢年 

金法による年金も大差ないとさえ考えられていた。 

かくして，C G T のミリタンの年金法に対する活発

な反対運動も，賃金労働者全体の意志を代弁していた 

というよりも，新しい制度に対する彼らの不満と不安 

をま明していたという限りにおいて支持されていたの 

だと考えられよう

3 . 老年金の雇主拠出分を食担させられる個別企 

業の経済原則は老年金法を受容するものではない。 

だが，年金制度も，長期的には，® 民経済において， 

また，個別企業にとっても，生産性向上.に貢献するな 

どの点でメリジトを持ち得るであろう。そこで，大企 

業では,すでに独自の年金制度を発達させていたので 

あった。

これに対して，だいたいが財政的に遥迫していた中 

小企業にとって，老飾年金への資担は認め難いもので 

あった。しかも，小企業主は伝統主義の世界に住んで 

おり，老齢年金制鹿によって思恵を受けると考えなか 

ったばかりか,年全制庇のもたらす事務手綠の煩雑さ 

にも耐えられないと感じていたのである

老齡年金法が財政問題をめぐって難航したことはす 

でに見てきたが，立法化の推進者は，年金制度国庫食 

担分の財源確保のために，所得税の導入，相続税の改 

正, 宗教予無から年金制度への振替え分の増額，国家 

独上事業の創 設 （la creation de monopoles d'Etat)

といった政策を主張していた0 所得税や相続税の問題 

は高額所得税や資産家への課税意因に発したものとは 

いえ，実際には，大金融業者は資本を海外逃避させる 

ことができたし,，所得税き体も大衆課税的性格が撒か

注(44) C G Tによって代まされる命的サンディカリズムの基盤たる労歯!者層を，熱練労働者からさらにそれよりも職人 

的な性格をもった旧い型の労働者層に，おしひろげて考えなけれぱならないJ。喜安朗，r牢命的サンディカリズムJ,
河出書房新社，ま京，1972. 354Ho

(45) 1910年法に对しても，職業ごとに生活条件や寿命が異なるのであるから職業別の老醋年金とすべきであるという批判 

.もあハた。Lfeon de Seilhac, 'Revue des Questions ouvriferes et de pr6voyance’ R. P. P., Tome 63,1910, 
p. 599. .

(46) 共清活動を行なっていた労働組合は，フランスでは例外的である0 , Hatzfeld, op， P.19S.
(47) 1910年のC G T トク一ルーズ大会では， ュオー（L6on Jou h au x)の年金法反対の動議が1049票を獲得したのに 

対して，句ぐ法を受け入れ，その正を求めたニール（N i e l )の勘譲は231襄であった。 ibid.. p. 2 3 7 .この場合， 

C G Tが r各組織とも平等に同一の代！§員数j をもち，r滅遗代議員数を各組織を構成する労働者数に比例して配分J
ん、.、という方法によって運営されていたことが注意さるべきである。喜斧肌前掲書，3!5-324直参照。

( 4 8 )年-金を受けとるのは宝くじで一等を引くようなもので，100人中93人の労働者は抜金を狂、うだi t に終ってしまうとい 

う每金法反対者の説明もあった。Bomiefous, op. cit.,p. 172.だが，ヴィヴィアーニは, i3歳の人間1000人中530人は 

65歳に速するという統計をもっていた。Hatzfeld, op. cit., p. 243.
( 4 9 ) 老齢者扶助法による年金は，コミューン乎均で体額IS O fn最高額のバリでは印36 0 ff.であゥ;̂こ。上院委員会の老齢 

年ぷ法案の場合，平均的被用者は65歳から老齢金法によるか金335fr.を受けとることになってi/、たが，白己魚担分を 

除い:fc照生i 国家拠出分は225fr.でしかなかった。Malzftc, art. cit., pp. 479-481.
( 5 0 ) 個ノゾの企業が体金制度を受け人れる際には，非経済的要因として，社会カトリシズムも無視しえない。

(51) 1905あ急進社会党大会において，エリオ（Edouard Herriot> 提Wした決議案。これらのうち，所得税劍設と相 

統说改正が1£祝されていた。Chai-pentiei% op. cit., p. 399.
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ったのである。それ故，負担を強いられる中ま嘴層は, 

こうした増税そめものに反対するぱかりでなく，老膽 

年金法をも認めることができなかったのである。所得 

税法Q支持者と反対者は老年金法の支持者と反対者

て，労働者の自発的な貯蓄の機会を寒い，社会階級を 

固定化するものだという批判が現れる。 ’

に対応するという指摘も，両制度のこうした関係を考
(53)

慮すれば首言できよう。

また，小生産者には，絶えず階秘を逆炭りする危險 

がつきまとっT いたから， 「愿主の状況は，時には， 

労働者のそれよりもより困難であるJ という発言もか

4 . 農民，職人，小商人といった小生産者層 小

企業主や労働者層の一部とオーバ-•ラップしている 

-は,当時のフランス社会の中心的部分を占めてい

た。すでに述べたように，1910年老膽年金法は一定所 

得以下の小生産者層を対象に任意保除制度を設立した。 

強制制变め適用が困難な小生産者層を任意制度によっ 

て捕捉しようとしたのは，保険に対する認識を深め， 

保険制度をliS大したいとする意図に由来すると言われ 

る力むしろ，社会的にも政治的にも，広输に存在す 

る小生産者層に配慮せざるをえなかつたからであると 

考えられよう。とはいえ，この立法の生要な対象は， . 

あくまでも賃金労働奢であって, ‘ 小生産者層は，保險 

対象から除外されていな、場合でさえ, 任意保険制度 

の下で相対的に不利な状態に置かれていた。

とのような小生産者の世界は，個人的な努力によっ 

て労働者から小企業主への階梯を上昇していく r自由 

な人問の社会J なのであって，社会的階級制度に流敷 

性を与免るという機能を果していると考えられていた。 

小生産者のこうしたrui由主義J 的観点から，老齢年 

金法は個人的努力を無気力化し，その強制原則によ力

され，とうした観点からは，老齢年と金法は彼らを差別 

するものであり，貸金労働者に対する特権fj*与である 

という批利が加えられる。しかも，老齢年を法は，給 

付が低額であったぱかりで'なく，年金年齡以前におい 

ては，死亡や永久廃疾以外，事故や不時の場合を保障 

するものではなかったから，小を産者は彼らの貯金の 

使ををま由にしておいたほ:うが有利であると考えがち 

であった。

小生産者に共通する事情は，勿論，農民の場合にも 

同様であった。農業労働者や小作農は「役人の退職年 

金を爱望してJ おり，農民団体は老齢年金を有する共 

済組合の発展に努力していた。しかし，農民の世界も， 

一般に，老齢年金法を必要とするものではなかった。 

良村では，労働者でさえ多くは土地を保有していたし, 

家族で耕作に従事している農民にとってr退職J は考 

えられないことであった6 農民は老齢年金の積立てを

するよりも波らの士地を殖やすために貯蓄する方を好
(57) (58)

んでいた。雇用の臨時的性格や外国人労働者が多いと

V、った農業雇用の複雑性が年金制度に適合しないとい 

う享情もあり，根厳い園家不信が強制原則に対する反 

撥を引起したという事情もあった。加えて，老齢年金

注(52) 1907年クレマンソー内閣蔵相カイヨー（Joseph C a illa u x )の所得税法案が下院に提出され，1909年に下院通過後， 

-1914年に成立する。所得税問題については，森恒夫， rフランス資本主義と粗税J , 東京大学出版会，東京， 1967年， 

185-208貝を参照。

(53) Hatzfeld, op. cit., pp* 315-6,
( 5 4 ) 老齢年金法には，f i金労働者に「転落』した雇主や雇主になった賞金労働者の権利についての規定もあった。 Pio, 

Op. cit., p‘ 196,
(55) Hatzfeld, op. c i t ,  p. 89.
(56) Michel Auge-Laribe, La Politique Agricole de la France—de 1880 a 1940, Paris, 1959, P. 114.
(57) Hatzfeld, op. cit., p. 2 8 4 ,また，次の話は農業労働者の心情をまわしている。ある地主が波の使用人にfよ齢年金法 

を説明し, 賃金から被用者拠出を控除すると告げると，労働者は賈金切下げになるのでそれに反対した。そこで，地主 

力;雇主拠出の他に被用者拠出分も彼が負担しょうと提案すると，労働者は地主の倉担分を，g£接現金で受けとけたいと 

答えたO.J. H. Ricard, *La loi des retraites et les syndicats agricoles' R. P. P., Tome 74,1912, p, 440.
( 5 8 ) 多くの地方において，士地拱作は，.一人かニ人の耕作青年（garpon de cu ltu re)'を使って，家族で行なわれる。

一般に，農村の貨金労働者は一定ィ{缴----例えぱ，緒激するまで■— だけ雇用され, その後は，分益小作農や借地農や

小自作農になるか，都ホへ出て行く。農家の手伝女も結婚すると仕!}{をやめ， その後は，時々日® いや働くだけになる。 

ibid" pp. 442-3,
( 5 9 ) 激民も，国家が巨額の資金を管理することに対する不安惑を隙さなかった。国際情勢は武力衝突の可能性をホんでい 

たから，[旧はそれを戦ギ源として利用しないだろうかJ と，彼らは自分たちの積立金が盗まわ/るような不安を感 

じていた。地セの中には，労働者の拠出を促すために，もし国が老龄金の約来を守らない場合には，自ら資任をとる 

と約束した人もいた。ibkl.，p. 443. ，

48 ( 5 4 4 )
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，て脅し卞ら加入者を染めたり
C60)

，たはどであった。

法は手続きが煩剩Iで給付額が乏しかったから，農村に 

おいても不人気であり， コミューンの首長が，その職 

務上，時には罰金によ 

することもあ

伝統的自由主義社会の破壊，所得税という新たな負 

担の賦課，老齢年金法自体の不十分性といった事情が， 

小生産者層を老齢年金法の阻書者とすることになるの 

である0
5 . . 強制的老齢年金法の反対者たちは，それにとっ 

て代わるべきものとしてg 発的な拠出に塞づく老齢年 

金制度を支持していたが，彼らにとって期待の的とな 

0 ていたのが，民間保險機関とりわけ共済組合であっ

に0

フランスでは共済組合組織は，中産階暦を主要な基 

盤に広く発達をとげていた。ところが，共済組合と老 

齢年金法とは競合的側面が多い。単一の老齢年金中央 

金庫を創設し，それに年金業務を矩中するという法案 

は，共清組合の地位を脅かすものであったし，共済組 

合を経由した年金への加入が認められた時でさえ，共 

济組合は r車なる中継地J にすぎなくなってしまうと 

考えられ-た。

だが，年金法が共済組合にとって有用な側面もない 

わけではない。全国的規模の年金制度の設立は，安定 

した年金業務の運営に必要な多額の資金の集中を可能 

ならしめることによって，その廣下に入る共済組合に 

より高い安全性を保証するという効果をももち得るの 

である。

結局，共済組合は，すでに指摘したようないくつか 

の特兆を付与され，老齢年金制度の中に有利な位置を 

与えられたのであった。

6. 老齢年金法に対する批判は枚挙に違がないとさ 

え言える。ともあれ, 1910年老齢年金法は，その最初 

の法案提出以来長'期間にわたって議会でお譲されてき 

たにもかかわらず，さまざまな勢力の利害錯綜の狭間 

において成立するという経路をilljらざるをえなかった 

ため，一*つの原則を打ちi t てながらも，十分な実効性

をもった年金制度を創設するには至らなかったの,であ 

ゥ i'-p

W 1910年老賠年金法の挫折

1. 老齢年金法の実施

老8^^年金法実施のためには細則の決定が不可欠であ 

ったが, Wl l年 3 月,プリアン内閲に代って成立した 

モニ内のもとで，その施行細則が公布された。いく 

つかの省会も出された。 そして政府は， 譲会の同意 

のもとに， 1911年 7 月 3 日を年金法の施行日と定め
C60
，こ。

ところが，老齢年金法に反対していたC G T などの 

労働組合は，抛出金の支仏や年金カードの提出拒否を 

促すための活発な宣伝を行なっていた。老齡年金法は, 

掛金を拠出しなし、者に対する強制の想定を有していた 

ゼ、, これは雇主を主要な対象としており，この立法に 

よって恩恵を受けると考えられていた労働者の侧か 

ら, このような組織的抵抗運動が起るのを，立法者は 

想定し得なかった。年金加入者リストの作製を委ねら 

れていたコミューンの役所は，労働者の年金法担杏に 

出会って， たちまち困難に陥ってしまったのであっ 

た。 -
そこで，モニ内閣の労相ポール=ボンクールは，1910 

年法第23条の規定を援用して，雇主を法の.実施に協力 

させる方針を採用した。すなわち, 労相は，雇主に対 

して，労働者が年仓力'-ドを提出しないような場合で 

も，賃金から労働者拠出分を控除して，雇主拠出分と 

ともに治安裁判所の書記課0  greffe de la Justice 

de p a ix )に拭、い込まねぱならないと命じた。.愿主侧 

はこうした方策を認めず， 5 月末以阵の国会でも，こ 

の点は議論の的となったが，結局，政府はこの方針を 

実わ‘に移した。

一方，下院では，老齢年金法の不評を挽回するため 

に，老齢年金法を改正すべきであるという声が強く，

6 月15日に，年金年齢の引下げと国庫給付^の増額を政

注(60) ibid., p. 438,しかし，まもなく，働 Wが適用されえないことが'判明する。ibid', p. 4 4 2 . ,

(61) Bonnefons, op, cit., 218-20, 228.
(62) 1910ホ老齡キニ金法の第23条には次のような条文がある◊ [現行法によって棋定された証紙貼付がなされずに不足が生 

じた時は，雇お♦ 彼!斜鱼•ねは，遗顔された拠111に等しい罰金を課せられる…0 規定の誰紙を贴ることが不可能である廣 

主は，彼らのタ4担すぺき金額を，ザa / i末に，治安故判所の書記に仏い込むことによって，それを弁済することができる 

 oj Pic, op. cit., p，183,
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府に対して勧告した。蔵相のカイヨーは，1912年予算 

法の中に老齢年金法の修IE案を含めることを認め,か 

くして，改正法が实現することになる。

2. 老齢年金法の改正

最大の歩を強いられることを恐れた上院と，なに 

よりも老龄年金制度において強制原則を成立させると 

とに主眼を置いた政府との，妥協の産物として成立し 

た1910年考齢年金法は，成立当初から不完全な立法で 

あると'見做されており，政府内部においても法のお正 

が必要だと考えられていた。成立時点において，政府 

は同法の個々の条項の是非を必ずしも厳しく問わなか 

ったのであった。法の施行が，実際に困池に直OSした 

あとで，W12年 2 月27日の予算法において，1910年老 

齢年金法は大きな修正を受けることになる。

の主要な修正個所は次の通りである。

《1 ) 年金年齢は65歳から60歳へ引下げられた。それ 

故，強制拠出も60歳で終る。減額年全は，従来通り55 

歳から受給可能であり，また, 年金受給は6S歳まで延 

期できた。

( 2 ) 国ぽ給付金額が引上げられた。30年間拠出した 

正常被保険者の受けとる国庫給付金額t t e o fr .から;too 

f r .に引上げられ，15年以上30年未満の拠出期間の被

保険者に対■しては，一̂年につき3 .3 3む.の割合の給 

金が支拾されることになった。また，愤立杂運制度 

が部変吏され，国庫資担分について賦課方式が適用 

されることになった。

( 3 ) 16歳以下の子供を3 人以上扶養している披保段 

者は国庫給付が一割増額される。また，徴兵義務期間の 

2年間は，年金額決定の際に，拠出期間として算入され, 

婦人の一回の出産も一年間の拠出として算入される6 
. ( 4 ) 1910年法の施行日であった1911年'7 月 3 に30 

歳以上になっていた未加入者であっても，1913年 1 月 

1 日以前に過去の拠出分を払い込めば，経過措置の恩 

典を受けられるように回復措置が設けられた。 、

3 . 老齢年金法の挫析

1912年に法改正がなされたあとですら，依然，年金 

法,に対する労働者の関心は高まらなかった6 もはや， 

この改正年金法に対して「死者のための年金J である 

という非難は蒸し返されなかったが，C G T は，この 

改良が見せかけのものであるという主張をやめなかっ 

た。国庫給付が引上げられたにせよ,年金年齢が引下 

げられた結果，正常年金額は低下することになったが, 
C G T はこの点を捉えて年金がとるにたらなV、仓額に 

なったと批刺していた。

注（63) Bonnefous, op. cit., p. 311.
(64) 労相のポール=ボンクールは，立法全体を危機に陥し入れるという趣由で， m 2年予算法の中に新条項を入れること 

に反対した。ibid., p. 230.
(65) The Economist, A p r il,9,1910.
( 6 6 ) モュ内閲のあとには，老齢年金法の改正を公約したカイヨー内照が統くが, 年金法修正法が成立したのは，その次の 

ポアンカレ內簡の時代で，時の労榻レオン. プルジヨワがその成立に貢缺した。Bonnefous, op. cit.. pp. 224, 275. 
Hatzfeld, op. cit., p. 63.

(67) 修正点については，Pic, op. cit., pp. 178-9. 185-7. 197.を参照。

(68) 1912年のC G Tル • アーヴル大会は，次の理由で年金法の僅かな改良は受け入れられないと宣言した。(イ)拠出制度，力 

- ド制度, 糖立方式原則において大きな変更はなされていない。 {ロ)̂ |5金額が?1下げられた。H  [破壊•殺戮事業(des 
oeuvres de destruction et de ca r n a g e )jに毎年15ほも浪費されているのに，国庫給付は少ない。Lもon de Sei- 
Ihac, ‘Revue des Questions ouvrieres et de prevoyance' R. P. P., Tome 74,1912. p. 177.

(69) • とはいえ，ま際には，同一年齢で架金を受給するとした場合，放 2料ぶの年金倾はWIO年法のそれよりがなり高かつ 

たのである。

被保険者の 
加入ホ齢 

( 0 )

老齢か金の 
受格年，龄 

(歳）

老 齡 金 の 総 額 (frO

19101]；法の場合 1912律法のyj合 差 額

15 60 223.63 287.11 63.18 '
15 65 376.08 478.08 102.00
30 60 141.64 204.82 63.18
30 65 241.98 343.98 102.00
50 60 67.38 123.20 55,ゆ
50 65 120.96 210.96 90.00

{li 所 ：Pic, op. ,cU., p. 189-

50( 5 4 <?)

纏
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また, 既述のように，政府は雇主に対して，労働者 

が年金法への加入を括否した場合でも貨金から保険料 

を控除するよう強制していたが，.1911年12月以降（I9 
12年6 月，ig i3年2 月）の一速の破毁院の判決は，政府 

のこうした方針を認めないものであった。破毁院は， 

労f i者が年☆ 法への加入を拒否した場合，雇主は賞金 

から労働者拠出分を源衆徴収する権利を持たないし， 

屆主の側でもその腿出分を払い込まなくともよいと利 

決した。一4 受に，雇主にとっても，労働者が年金法に 

従わないことは有利であったから，こうした判決は老 

齢年金法の強制原則を骨抜きにする効果をもつもので 

あった。

公式統計は1912年 1 月 1 日現在の登被保険者数を

7,072,898人と発ましたが，これは予定の半分にも達

しない人数であった。しかも，その大部分の人々は事

務的に登録されたのであって，加入届にサインしてい
cm

たのは256万人余しすぎなかった。

1912年 2 月の年金法改年:後も，政府は年金制度の改 

言と普及に努力していたのではあるが, 結局，加入者 

数は低水準のまま推移し/この年金法は有効に機能し 

うる状態に至らなかったのであった。

労働者農民老齢年金法は，当 時 「第三共和制の最大 

の社会☆ 法J と讚えられて成立したのではあったが， 

以上のように，その後の経緯は振るわなかった。とは 

いえ，この立法はフラソスに初めて本格的な社会保険 

制度をもたらし，また，それ以後の社会を方向付けた 

のであって，立法経緯の全体は，むしろ，その時代と 

社会を象徴するものであったといえよう。

第一次大戦後の一変した情況下において，この立法 

の経験の上に新たに社会保險法か制定され，労働者農 

民老膽年金法は，実質的に，その地位をとって代られ 

ることになるのである。

(大学院経済学究科博士課程研究生）

注び0 ) 第一次大戦後，19J2年の破毀院判决が年金法の違反者への有効な制栽を妨げ，年金法を失敗に導いたという説明がな 

された。 Edmond Villey, ‘Reflexions sur le projet de loi relatii aux Assurances Sociales’ ReVue d’- 
Ecoiiomie Politique, tome 37,1923, • p. 375.

(71)
老 齢 年 金 保 険 ----------------加 入 者 数 と 提 出 金 額  .

金 庫 の ® 類

彼 保 険 者 数 （注） 拠 出 金 額  

(む.）
m 制 保 険 任 意 保 険

合 計
男 女 男 女

老齢年金全国金庫 

県 金 . 庫  

共 済 組 合  

企業主，経営者金躍

2,040,752 

57,390 

95,289 

85；046

750,075

41,923

33,808

8,485

200,172

7,755

10,549

9

130,481 

6.464 

6,326 

, 1

3,121,480

113,532

145,972

93,541

23,987,279

551,183

837,945

663,975

合 計 2,278,477 834,291 218,485 143,272 3,474,525 26,040,384

(注）1912；Jpl2月31日現在の保険諸金庫に開設されたロ座数，これらのロ座は県知事によって{11されろ報告書の送付に 

基づいて開設される。

出所：Annuaire Statistique, V o l.32,1912, p. 274.
(72) 1912年 6 月24日の政麻によって上程された法案は，次のような改意図していたo け)年金制度の改善♦簡素化。具 

体的には， 類に及ぶ証紙の単一化，賃金の支給日ごとに証紙を貼# することになっているのを改め， 3 力月ごとの 

IE紙貼付も認める，後金組合（soci6t6s c o llec td ce s) ,にも拠出金受額を認める，身分誰明カードの鹿止，などであ 

る。（ロ)23条llil鹿に関して，肩主が' 働者拠出の徽収を拒杏する揚合には，® 主に直接税を課し， それによって拠出分を 

, とりたてる。とはいえ，との法衆は成5*£しなかった摸様である。Pic. op. cit., pp. 229—231.
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